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Ⅰはじめに―「孤立」から「支え合い」の社会をめざして― 

世界は今、大きく動いています。グローバル化により日本の経済は諸外国からの影響によって翻弄
され、景気が変動して失業者が増加し所得格差も拡大しています。
また、国内では少子高齢社会の成熟によって、社会保障財源の確保が厳しくなってきました。雇用と
所得の充実が何よりも重要であり、人口減少社会にあっては働く人の保険料に依存するだけでは限
界が見えてきました。
わが党は、過去に積み上げてきた社会保障制度の見直しと、社会に新しく発生してきたさまざまな病
理的側面への対応を加え、福祉を広義に解釈して「新しい福祉」と名付け、総合的に検討すべきと主張
しています。

新しく発生している問題点とは何か。
日本社会は今、地域や職域、さらには家庭における人間的な「つながり」が薄れ、暴力、虐待、いじめな
どが日常茶飯に起こり、結果として他殺や自殺、ひきこもり、不登校、心身症そしてうつ病などが多発
しています。
その背景には「支え合う心」の稀薄化、「忍耐する能力」の弱体化などが指摘されています。こうした
現象はこれまで、家庭や個人の問題として等閑視されてきましたが、社会全体の問題であり福祉の一
部として早急に対策を講じなければならないものと認識しています。これらの現象を解決するため
には、「孤立社会」から「支え合い」の社会をめざして、あらゆる仕組みを改革する以外にありません。

＜基本的な考え方＞
１. 健全な共助、健全な雇用こそ、福祉の原点です。

※福祉は「広義の福祉」であり、社会保障を含むものです。

２. 共助の精神に則り、福祉制度の所得再分配機能をより強化させ、充実した「中福祉・中負担」を実
現します。

３. 共助社会を確立するため、地域や職場をはじめ、すべての社会構造を見直します。

＜共助についての具体的な考え方＞
共助には、公的保険制度などを通じての「間接的共助」と、グループ活動での支援や個人の助け合いな
ど、お互いの心が触れ合う「直接的共助」があります。「間接的共助」は長い歴史を持っていますが、と
もすれば権利意識が前面に出て、支え手の心を忘れている嫌いがあります。
今後、もっとも必要なことはボランティア活動も含めて、互いに触れ合う「直接的共助」の精神です。

制度としての共助は、これまで通り保険料拠出を中心として、自己負担や公的資金で補填した保険制
度を充実させ継続します。保険制度が存在しない障がい者支援や子育て支援などは、公的支援を必
要に応じて強化します。
1980年代の財政再建の取り組みの中で、「日本型福祉」が提案されたことがありました。家族そして
企業の役割を重視し、公的保険制度の役割を限定するという考え方でしたが、「共助社会」の提案はこ
うした提案に逆戻りすることを意味するわけではありません。「孤立社会」という在り方自体が問題
であり、「直接的共助」の拡大を通して社会の在り方そのものを変えていく取り組みが必要なのです。
わが党が掲げた新しい分野の福祉は、「直接的共助」を中心としながら、生活の中に共助が息づく社会
を追求するものです。

「間接的共助」は今後財政的に拡大することが予測されますので、できる限り「直接的共助」の分野を
拡大し、支え手の保険料や税制上の負担を軽減しなければなりません。そうした社会は必然的に生
まれるものではなく、求める目標へ社会を誘導する必要があり、その具体的な政策を検討することが
急務です。

＜「雇用」こそ福祉の原点＞
雇用なくして福祉は成り立ちません。

「雇用」こそ福祉の原点であり、雇用なくして福祉は成り立ちません。それは福祉の保険制度が働く
人の保険料に支えられているからです。これが今回の制度改革の柱に「雇用」を据えた理由です。
グローバル社会を迎えて、日本の大企業は海外に生産拠点を移し、下請け関連の中小企業は仕事をな
くしています。従来、労働者の７割は中小企業に雇用されてきました。これからの日本は、地域に根
付き、新しいサービスや技術開発に挑戦する中小企業を育成できるかどうかによって、将来が決しま
す。
地域の伝統的な文化と新しい技術の融合したモノ造りも大切です。農林業の見直しを含めて、自営
業の育成に覚悟を決めて取り組む必要があります。

ドイツやアメリカでは1980年代から、大企業よりも挑戦する中小企業に着目し、その育成で公共事
業よりも一けた少ない財源で多くの雇用を生み出しています。アメリカのコロラド州リトルトン市
はエコノミック・ガーデニングという政策を掲げ、1990年から2005年までの間に、雇用を倍増し、税
収を３倍にしています。中小企業支援に力を注いだ成果です。
わが国も雇用創出にあっては、大企業の誘致よりも、むしろ地域で挑戦する中小企業への支援を強化
すべきです。具体的には、新たな販路開拓や金融面での支援、法人税の引き下げ、若者も地域で安心
して働けるような地場産業の振興など、雇用を支える環境整備に全力を挙げてまいります。
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Ⅱ 公明党がめざす新しい福祉社会ビジョン 
								        ～基本的な考え方 ～ 

1 社会保障の制度設計に際しての基本的な考え方 

（１）セーフティネットの機能強化  
○現在の社会保障制度は、セーフティネット機能が低下しており、必ずしも国民の安全と安心を十分

に確保しているとは言えません。公明党の新しい福祉社会ビジョンでは、基本的には「セーフティ
ネットの機能強化」に重点を置いた改革を進めます。

○少子高齢化という大きな社会経済構造の変化に対応し、自助・公助・共助の適切な組み合わせによ
り、最低限必要なサービスが保障される安心の社会をめざします。

（２）国民目線に立った改革の実施
（給付と負担の明確化、制度設計の「見える化」、ＩＣＴの積極的活用）
○セーフティネットの機能強化を推進する上での最大のポイントは、国民に理解され、分かりやすさ

を重視した国民目線に立った制度改革の推進です。まずは「給付と負担の関係」の明確化、さらに
は制度設計のプロセスの透明化など、特にこれから負担を担う若い世代から制度に対する信頼を
得られる「見える化」を推進します。

○21世紀の社会保障制度は、国民の誰もが「共有の財産」として、誇りを持てるような制度をめざし
ます。その大前提として、一方的に国から与えられる社会保障ではなく、国民一人一人が共に支え
ていくことで制度は維持されるという国民の意識変革が求められています。

○国民・利用者中心の社会保障サービスの提供のために、申請主義からの脱却やワンストップサービ
ス化、コスト削減など国民本位の視点でサービスを提供します。そのための基盤整備に社会保障
番号を導入し、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用を図ります。サービスは、年金・医療・介護・雇用・障が
い者などの「社会保障サービス」に限らず、出生・死亡・転居・免許など「社会サービス全体」を対象と
することをめざします。

（３）一般会計と社会保障会計の分離の提案、社会保険制度の個人単位化
○国民が社会保障を支えていくために、どの位の費用を負担するかについて、「見える化」を図らなけ

ればなりません。

第一に、国民一人一人のレベルで社会保障の給付と負担を分かりやすく示すための社会保障番号
制の導入と社会保険制度の個人単位化の検討を国民の合意を得ながら進めます。
第二に、「一般会計」と「社会保障会計」を分離し、毎年、社会保障費として、どのくらいの予算がかか
るかの「見える化」を提案します。

○これらの取り組みと同時に社会保障の給付構造の見直しを徹底するなど、ムダを排除する努力や
効率化を図ります。

2 社会保障を支える基盤の充実

（１）新たな成長戦略で持続可能な社会保障制度に
○社会保障制度に対する信頼が揺らげば、現役世代は将来の不安に備えて貯蓄に走り、消費活動は自

ずと抑制され、経済にも悪い影響をもたらしかねません。内需主導の経済成長を持続させるため
にも、社会保障制度が安定的に維持運営されることが不可欠です。経済成長と社会保障制度の安
定の相乗効果により安心の社会を実現します。

○社会保障制度を持続可能なものとするためには、一定の経済成長が必要です。モノづくり産業の
再生や、環境と農業を軸にした「緑の産業革命」、医療・福祉分野の雇用拡大と技術革新など、新たな
経済成長戦略で、経済が着実に成長し続けるような仕組みを築きます。

（２）「支え手」の拡大  
○社会保障制度を持続可能とするためには、その支え手を拡大することが重要課題です。少子高齢

化の人口減少社会にあっても、女性、高齢者、若者など、わが国のあらゆる人材が尊重され、活用さ
れていくことが大切です。

○正規、非正規にかかわらず、フルタイムの人も短時間勤務の人も、年齢や性別、障がいなどによって
差別されることなく、多様な働き方が尊重される社会。希望すれば、誰もが働き続けることができ
る制度や仕組みを拡充させることが重要です。それが結果として、「支え手」を拡大し、個人個人の
能力を発揮できる社会の構築につながります。

○このような社会を築くことこそが、日本経済の活力を維持し、社会保障制度の安定運営にも直結す
るという視点が重要です。そのために多様な働き方を推進する「働き方改革」を早急に進めます。
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（３）地域における「支え合う」社会の仕組みづくりの推進 
○日本社会は「支え合う心」の稀薄化や「忍耐する能力」の弱体化に直面しているものの、これを放置

しておいて良いと思う人はなく、「人とのつながり」に加わる機会さえあれば参加したいと思って
いる人はたくさんいます。各地に見る活発なボランティアの活躍は、そうした人々の思いの発露
と言えましょう。

○日本社会転換のキーワードは「孤立社会から支え合いの社会へ」です。先に述べたように、「共助」
には保険制度など公的サービスを通じての「間接的共助」と、各種のグループが行う支援や個人の
助け合いなど、人と心が触れ合う「直接的共助」があります。制度の充実とともに取り組むべきは、
こうした「直接的共助」を地域で実現する仕組みづくりです。

○そのために、「共助」を担いたいという人々が集まり、実際に「共助」を担う力となれるような地域で
の活動が、より一層活発に行われる必要があります。地域や職場に「支え合い」の仕組みを創（つ
く）るためには、芽生えた個人間の連携をサポートすることが重要であり、背後から支えるのが公
的機関の役割です。そうした取り組みは多彩な主体によって担われる必要がありますが、その中
核と位置づけられるＮＰＯへの税制面での支援や一定の行政権限の委託など、行政の補完にとど
まらない主体者として社会を担える環境を整えていく必要があります。

○その中で活躍する一人一人にも活動の果実がもたらされる「ボランティア・ポイント」なども生か
されていく必要があるでしょう。また成年後見制度の充実など、個を支えていく制度の充実も欠
かせません。

3 制度設計にあたって―与野党の「社会保障協議会」（仮称）の設置

○年金・医療・介護・子育て支援などの分野について、負担と給付を含めた社会保障ビジョンなどを協
議する両院合同の「社会保障協議会」（仮称）を設置します。

○与野党協議を進めるにあたっては、検討期限を定め、あらゆる世代各層の意見を聴くなどして国民
的な議論を喚起し与野党間の合意形成を図ります。

※その際、2005年４月に設置された「年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する両院合同
会議」は廃止する。

Ⅲ 民主党の年金マニフェストの欺瞞性と 
								        公明党の年金改革 

1 民主党の年金マニフェストの欺瞞性

○国政選挙で初めてマニフェストが争点となった2003年衆院選において、民主党は年金制度の抜本
改革を提案。その内容は、①厚生年金等と国民年金を一元化し、すべての人を対象とする「所得比
例年金（仮称）」を設けることに加え、②税を財源とする「国民基礎年金（仮称）」（2004年以降のマニ
フェストでは最低保障年金と改称）を設け老後の最低限の保障を行う、今までの「二階建」とは異な
る制度の提案でした。

○多くの国民がこの改革案に期待し、民主党に一票を投じたことでしょう。しかし、当初からこの改
革案では、最低保障年金の支給額や所得制限、自営業者や３号被保険者の保険料など制度の根幹と
なる給付と負担の関係が示されず、著しく具体性に欠けるものでした。
そのため、公明党としても早急に具体的な数字を示すよう求めてきましたが、民主党はそれを拒み
逃げ続けました。

○その後、民主党は、政権交代のきっかけとなる2009年衆院選において、新たな年金制度の施行を４
年後の2013年度以降に先送りするマニフェストを発表。結局、2003年に抜本改革を提案してい
らい今日に至るまでの約７年間、制度設計の検討は全く進んでいません。

○なぜ、民主党はいつまでたっても具体案を示すことができないのでしょうか。それは、巨額の財源
確保をはじめ、その設計によっては現行制度よりも負担増となる、あるいは給付減となる人が発生
するなど、多くの問題を抱えているからです。

○その代表的なものが改革案の柱である最低保障年金です。2003年のマニフェスト（図Ａ参照）で
は、基礎年金部分の上に所得比例部分が上乗せされる二階建てを想定したイメージ図が示されて
いますが、ここ数年、民主党が説明に使っている図は、所得比例年金の少ない人に最低保障年金を
上乗せすることを想定した図（図Ｂ参照）です。

Ⅱ 公明党がめざす新しい福祉社会ビジョン～基本的な考え方 ～
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＜図Ａ　2003年マニフェスト＞

年金の将来像 民主党案のイメージ 
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＜図Ｂ　2008年2月の予算委員会で民主党議員が示したイメージ図＞
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○図Ｂが示すように、民主党の年金改革案には現行制度のような国民共通の基礎年金部分がなく、か
つ最低保障年金には所得制限が設けられるので、中高所得層のサラリーマンの厚生年金の給付水
準は現行制度より下がる可能性があります。また財源を確保できなければ、最低保障年金の支給
対象はさらに少なくなるでしょう。
実は、これは当初から指摘されていたことであり、国民の批判を恐れる民主党は、敢えてこうした
問題には触れようとしないのです。

○このように、われわれが進めてきた2004年改革を批判してきた民主党ですが、結局、これを上回る
具体案を示すことができないのが現状です。同様に、廃止を訴えていた後期高齢者医療制度や障
害者自立支援法に代わる新たな制度づくりも難航しています。さらに、「子ども手当」を巡る迷走
を見れば、民主党マニフェストの実現可能性は極めて低いと断ぜざるを得ません。

2 「2004年・公明党の年金改革」の正当性

○一方で、現行制度は「平成16年改革（2004年）」に基づき安定的に運営されています。平成16年改
革では、財政基盤を強化する３つの柱として、①保険料に上限を設け段階的に引き上げる②給付の
下限を設け将来の給付水準が低下しないシステムを導入するとともに、積立金を効果的に活用す

る③基礎年金の国庫負担割合を二分の一に引き上げることなどを盛り込み、給付と負担のバラン
スを図る制度改正を行いました。

○年金の給付水準は、①出生率、寿命などの動向、②賃金上昇率、運用利回り、労働力率などの経済動
向、大きくこの２つに影響を受けますが、こうした数値については、制度の前提と実績を比較し、将
来の給付水準などについて５年ごとに財政検証が行われています。

○平成21年に行われた財政検証では、モデル世帯の厚生年金の給付水準（※）について、現役世代の
平均手取り賃金の50%以上を確保できるという厚生労働省の試算結果が出されています。

※厚労省によれば、所得代替率について2009年度は62.3%、2025年度は55.2%、さらに2038年度以
降においても50.1%が確保できると試算している。

○一部にこの財政検証の前提が甘いのではないかという批判がありますが、同前提では中位のケー
スで、長期的に出生率は1.26（※）、実質経済成長率は0.8%程度（※）と厳しめに設定されており、
その批判は当たりません。
この点については、本年（2010年）６月に民主党政権が発表した「新・成長戦略」の中で、経済前提に
ついて「2020年度までの平均で、名目３%、実質２%を上回る成長をめざす」と明記していること
と比べても、決して甘い数値ではないことがわかります。

※出生率の前提は、「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）を使用。
出生中位で2055年に1.26と設定。

※長期の経済前提は、2015～2039年度平均の実質経済成長率を経済中位ケースで0.8%程度と見込
んでいる。

○現在、約3000万人を超える年金受給者に対し、40兆円以上の年金が毎年支払われており、現行制
度が破綻しているなどという批判は全く当たりません。また、民主党は経済社会構造の変化など
に対応するため、新たな制度の創設が必要と主張していますが、現行制度の機能を強化することで
こうした変化には十分対応が可能です。

○さらなる高齢化の進展で、年金だけでなく医療や介護等の社会保障給付費の増大が見込まれる中、
年金だけに巨額の財源を投入することは難しくなっており、新たな制度を一からつくるのは現実
的ではありません。
その意味において2004年改革は、少子高齢化や経済状況の変化に対応した、現実的かつ最善の改
革です。

○年金制度はどのような制度設計を行ったとしても、それだけで万全ではなく、これは民主党が新制
度をつくったとしても同じです。大事なことは、安定的な運営を確保するための経済成長や少子
化対策であり、こうした取り組みを進めることで現行制度は持続可能なのです。

Ⅲ 民主党の年金マニフェストの欺瞞性と	 公明党の年金改革
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Ⅳ 将来像「2025年」の社会保障の姿のイメージ 

私たち公明党は、新しい時代が求める最も新鮮な政治理念として、「新しい福祉」を掲げました。この
理念を旨に将来に希望の持てる国づくりを進めます。安心の社会保障を実現するために、生活の基
盤である「雇用」を軸とした施策の充実、そして、あらゆる世代のセーフティネットの基盤である社会
保障制度の「ほころび」を修復し、安心強化のための施策を強化します。特に若者には仕事を、子育て
世代には支援策の充実、高齢者世代には安心の医療・介護を確保します。
また、難病や重病で苦しんでおられる人やそのご家族、そして介護で大変なご苦労をされている人に
は、最大の支援策を講じます。

ここで公明党が描く、約15年後までに（2025年）一人一人の生活がどのように保障されるのか、その
イメージを提示します。
なぜ、2025年を視野に置くかといえば、ちょうど団塊世代が75歳になるのが2025年以降で後期高
齢者が飛躍的に増加すること。また、男女ともに一人暮らしの高齢者が劇的に増加する社会的背景
があるからです。人口構造的にも高齢者を取り巻く環境的にも厳しい現状に直面するターニングポ
イントが、まさに「2025年」だからです。 

【雇用の安心】
•	年齢、性別、障がいの有無を問わず、働く意欲のある者が働ける。
•	正規と非正規などの働き方によらず、同一労働に対し、同一賃金・同一処遇が得られる。
•	まじめに働けば、ワーキング・プアにならない。
•	失敗しても、何回でも再挑戦できる。

【子育ての安心】
•	乳幼児期、初等・中等教育期、高等教育期のすべての子育て期で充実した経済的支援が受けられ、親

の所得によらず、子供の教育機会が確保・均等化される。
•	質量ともに充実した保育サービス、ワーク・ライフ・バランスが確保され、社会全体から子育て支援

を受けられる。

【医療の安心】
•	いかなる地域に住んでいても、十分な救急医療が受けられる。
•	産科、小児科をはじめとして最善の医療サービスが受けられる。
•	高額療養費の自己負担限度額が引き下げられ、安心して医療サービスが受けられ、慢性疾患、難病

などの経済的負担が大幅に軽減される。
•	早期発見と短期治療により、患者の負担、社会的コストが小さくなる。

【老後の安心】
•	年金への不信が払拭されるとともに、年金や住宅政策の組み合わせで日常生活が暮らせる。
•	病気や寝たきりになっても、「住まい」が確保され、医療・介護保険で十分に支えられ、医療・介護・生

活支援などを備えた「多機能支援センター」が充実し、地域のコミュニティの中で生活できる。
•	介護マンパワーの確保と特別養護老人ホームなどの施設が拡充され、待機者はゼロとなり、３カ月

ごとの入退院を繰り返さなくてすむ。
•	介護・医療支援ロボットがお年寄りの日常生活の手助けを行い、活躍している。

【障がい者の安心】
•	すべての地域で、障がいの特性に応じた十分なサービスを受けられ、社会参加が進む。
•	雇用の確保や年金などの所得保障の充実により、自立生活が可能となる。
•	建物や交通などのバリアフリー化とともに、グループホーム、ケアホームなどの住まいの場が確保

され、地域生活、地域移行が進む。
•	障がいがあっても、教育や就労などの機会の平等が図られ、一人一人の可能性が最大限に花開く、

ユニバーサル社会の理念が具現化する。

【「共助」の地域社会づくりの充実】
•	人と人とが支え合う「共助」の社会づくりが充実し、たとえ一人暮らし世帯などになっても安心し

て生活できる。
•	地域の見守りネットワークとして、地域包括支援センターを中心とした地域全体で高齢者を支え

るネットワークが構築される。
•	地域における見守り・外出・買い物などの生活支援サービスが充実している。
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＜参考＞今後の経済見通し

2010年６月に内閣府が発表した「経済財政の中長期試算」によると、2020年のわが国の実質成長率
は「慎重シナリオ」で+1.2%（「成長戦略シナリオ」では2.3%）、名目成長率については、「慎重シナリ
オで」+1.9%（「成長戦略シナリオ」では3.6%）の成長が見込まれると試算されています（2010年現在
の税制継続を想定）。
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一方、三菱総合研究所の「内外経済の中長期展望」（2010年１月公表）によると、わが国の実質ＧＤＰ
成長率は2011-20年度平均+1.4%程度、名目ＧＤＰ成長率は平均+1.3%程度と予測されています。
また中長期的な成長のベースラインとなる潜在成長率は、2011-20年度にかけて平均+0.8%程度と、
前回予測（2009年２月）の+1.3%程度から下方修正しました。財政政策は、前回予測と同様、2020年
度までに２回の消費税率の引き上げを見込んでいます。引き上げのタイミングは前回予測から２年
度後ずれし、2014年度に3%、2018度に2%引き上げ（税率は10%へ）と想定しています。

 
＜参考＞2025年の社会像

わが国の総人口は、2004年にピークの１億2,779万人を迎えて以降、長期の人口減少過程に入り、
2025年に１億2,000万人を下回ると推計されています。
一方で、65歳以上の高齢者人口は増加を続け、「団塊の世代」が75歳以上となる2025年には3,600万
人（人口の30%）を超えると見込まれています。
世帯主が65歳以上の世帯については、2010年の３割から2025年には約４割へと上昇し、高齢者の
世帯の７割近くを一人暮らし・高齢夫婦のみ世帯が占めると見込まれています。中でも高齢者の一
人暮らし世帯の増加が著しく、一人暮らし世帯は約670万世帯に達すると見込まれています。
しかも、認知症高齢者数は、2010年の208万人から、2025年には323万人になることが予測されてい
ます。
こうした2025年の社会像を考えると、今から、医療や福祉、介護等の事業が迅速に連携して、使いや
すいサービスを構築しておくことが必要です。

（万世帯）

2010年 2015年 2025年

単独 466万世帯 562 673

599 594

1,803 1,901

（比率）
夫婦のみ 534万世帯
（比率）
単身＋夫婦
のみ

６５歳以上人口 １人 １人 １人
２０～６４歳人口 2.6 2.1 1.8人 人 人

(注)比率は、世帯主が65歳以上の世帯に占める割合
資料出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計－平成20年３月推計－」

高齢者の世帯形態の将来推計

5,028万世帯

1,568万世帯

4,983

世帯主が
65歳以上

一般世帯 5,060

66.6%64.4%63.7%

31.2%33.2%34.0%

35.4%31.2%29.7%

Ⅳ 将来像「2025年」の社会保障の姿のイメージ 
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Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）

1 年金

＜基本的考え方＞
年金制度は「平成16年改革（2004年）」に基づき安定的に運営されており、保険方式をベースとする
現行制度の骨格は維持しつつ、残された課題に対応することで制度の信頼性と安定性を確保すべき
です。
引き続き、制度の安定的な運営を確保するための経済対策や少子化対策、雇用対策などに取り組むと
ともに、喫緊の課題である無年金・低年金対策の強化を進めることが重要です。

現政権は、最低保障年金の創設を柱とする新たな制度の構築を提案していますが、巨額の財源確保や
移行期間の問題をはじめ、制度の根幹である給付と負担の詳細設計について一向に検討が進まず、実
現可能性は極めて低いものと言わざるを得ません。

年金制度は国民との超長期にわたる契約であり、給付と負担にかかわる大幅な制度改正については
国民的な合意形成と慎重かつ丁寧な議論が必要です。従って改革は、最終的な姿（中長期の課題）を展
望しつつも、先ずは当面の具体的な課題について実現できるものから着実に実行すべきと考えます。

＜当面の対応＞
（１）無年金・低年金対策
単身高齢者の増加や平均寿命の伸びなどを踏まえ、高齢期の所得保障に占める年金制度の役割はま
すます重要になっており最低保障機能を高める制度の改善が必要です。

具体的には、低所得者の基礎年金を25%上乗せする年金加算制度を創設し最低保障機能を充実する
とともに、年金受給資格を25年から10年に短縮し無年金者の発生を抑制します。
また、所得に応じて保険料が軽減される国民年金の保険料免除制度について、周知･勧奨を徹底する
とともに、将来の年金受給額の低下を防ぐために軽減分の保険料を公的に支援する制度の創設に向
けた検討を進めます。

（２）育児期間中の国民年金保険料の免除措置
年金制度における子育て世帯への配慮措置として、被用者年金に限られている育児休業期間中の保
険料免除措置の対象を拡大し、国民年金についても夫婦どちらか一方の保険料を免除する制度の検
討を進めます。

（３）被用者年金一元化と厚生年金の適用拡大
制度の安定性・公平性の確保や官民格差の是正を図る被用者年金制度の一元化や、パート労働者に対
する厚生年金の適用拡大を進めるため、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等
の一部を改正する法律案」（2007年４月、内閣提出）の早期成立を図ります。

（４）最低保障機能について
最低保障機能については、現行制度を拡充することでその機能を高めることが可能であり、具体的に
年金受給者に対しては基礎年金加算制度の創設で対応し、今後、年金を受給される被保険者には国民
年金の保険料軽減支援制度の創設、厚生年金の適用拡大などを進めます。

（５）在職老齢年金制度の見直し
年金額と給与収入の合計が一定額を超えると年金が減額される在職老齢年金制度について、高齢者
の就労意欲を阻害しないよう制度の見直しを検討します。

＜中長期の課題＞
（１）「年金基本法」（仮称）の制定
年金制度の基本的枠組み原則を明示する「年金基本法」（仮称）を制定し、公的年金の趣旨や給付と負
担の関係、記録の開示、権利の救済など年金運営の基本原則を分かりやすく規定します。
また、財政検証の信頼性を高めるため、第三者機関が年金財政の「外部検証」を行う機能について検討
を進めます。

（２）国民年金を含めた一元化について
国民年金を含めた制度の一元化を実現するためには、正確な所得捕捉が大前提となります。仮にそ
れができなければ現行制度よりも不公平な制度となり制度の信頼性が低下する可能性があり、税と
社会保障の共通番号制度の導入をはじめ、正確な所得捕捉の仕組みについて検討を進める必要があ
ります。

また一元化した際、自営業者や３号被保険者の保険料をどう設定するのか、その設定内容によって給
付と負担の関係が大きく変わることが想定されます。事業主負担のない自営業者やフリーターなど
に事業主分を含めた保険料負担を求めるのか、それとも本人負担分のみのままとし給付はサラリー
マンの半分とするのかなど、一元化した際のメリット･デメリットを明確にした国民的な議論を進
めます。

（３）個人単位化について
現行制度は、世帯単位で設計された被用者年金と個人単位で設計された国民年金の両制度で発展し
てきましたが、昭和60年（1985年）改正の際に基礎年金制度が導入され、サラリーマン世帯につい
て、保険料負担は引き続き世帯単位とするものの、給付では専業主婦の一階部分は個人名義の受給権
が得られるようになっています。
その後、女性の年金受給権の確立という時代の要請に応えつつ、平成16年改革では、被扶養配偶者を
有するサラリーマンの保険料について、夫婦が共同して負担したものとみなし、離婚などの時に夫婦
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間で年金分割を行える仕組みが設けられるなど、個人単位でみた女性の年金受給権は大きく前進し
ています。残された課題である３号被保険者制度の在り方を含めた負担と給付の両面における個人
単位化については、今後、国民年金を含めた一元化の検討を進める中で結論を得ます。

 

2 医療

＜基本的考え方＞
高齢化が進む中にあって、わが国の医療は「国民皆保険制度」を堅持し、高度な医療を国民の誰もが比
較的軽い負担で利用でき、世界最長クラスの平均寿命や高い医療水準を実現してきました。ＧＤＰ

（国内総生産）に占める医療費は先進諸国に比べて低い水準に留まり、効率的な医療が評価されてい
ます。
しかしながら、近年は救急医療の課題や地域医療の困窮、産科小児科医の不足など、医療提供体制が
危機に瀕しています。このような緊急課題に対し、救急医療の基盤整備をはじめ、医師不足の解消、
在宅医療の充実、必要な療養病床の確保などが不可欠であり、早急な対応が必要です。
また、高齢化によって医療費が増大する中、医療制度を持続可能なものとするため、医療保険体系の
見直しが必要です。

＜当面の対応＞
（１）医師確保対策の充実
①医療従事者の拡充と役割分担の見直し
医師不足問題の解決には、医療資源の適正な配分と必要な医療水準の確保が重要であり、医師の地域
偏在の解消や医療提供体制の充実が不可欠です。
医師などの確保対策として、医療従事者の処遇の改善とともに、看護師などのパラメディカルの養成
数の充実を図るなど、医療従事者の計画的な拡充と職務の見直し・役割分担を進めます。

②医師派遣システムの強化
また、臨床研修体制の見直しとともに、国立病院機構などを活用した国立医師バンクの創設による医
師派遣システムの強化を行い、へき地など医師の地域偏在や救急・産科・小児科・麻酔科など診療科目
による医師不足の解消に取り組みます。
特に、診療科目による医師不足問題は、診療報酬の充実などの取り組みが重要です。
さらに、離島・へき地の妊婦支援の強化、ＩＣＴを活用した遠隔医療体制の改善に取り組みます。

③女性医師などの支援
さらに、女性医師などの復職支援として、育児休業取得や短時間勤務の推進、院内保育所の整備、女性
医師バンクの体制強化など、女性医師・看護師などが安心して働き続けられる環境整備を進めます。
勤務医などの勤務環境の改善については、医師などの過重労働の解消のため、診療報酬上の評価の充
実を図るとともに、医師事務作業補助者の増員など、勤務環境の改善のための直接的な財政支援に取
り組みます。

（２）安心の医療提供体制の構築
①地域連携クリティカルパスの導入
地域において安心の医療を提供するためには、従来の病床規制を中心とする医療計画を抜本的に見
直し、地域の診療所や病院など専門性や機能が異なる複数の医療機関が連携して最適な医療を提供
する「地域連携クリティカルパス」の導入が有用な手法であり、そのための地域医療機関の理解と協
力体制の構築、国民に対する適切な情報提供を進めます。

②必要な療養病床の確保
療養病床の再編については、社会的入院の是正など介護施設などに転換する方針が打ち出されてい
ますが、施設から追い出されて行き場を失ったりしないよう、地域の実情に合わせて必要な病床数を
確保します。

③予防重視の取り組み
予防接種の推進など予防重視の取り組みが重要です。インフルエンザ感染症などの予防接種の推進
や細菌性髄膜炎を予防するヒブワクチンや小児用肺炎球菌ワクチンなどの定期接種化および予防接
種費用や健康被害の救済のあり方について抜本的に見直します。さらに、若い女性に急増している
子宮頸がん制圧へ、子宮頸がん予防法を制定します。

④多職種協働チーム医療体制の構築
患者本位の地域医療の実現のためには、チーム医療を中心に、訪問看護師や薬剤師、ケアマネジャー、
ホームヘルパー、民生委員などさまざまな職種のサポートによって在宅療養を継続する多職種協働
チーム医療体制の構築が不可欠です。また、介護士によるたんの吸引など、役割・業務内容の見直し
による在宅医療の推進、地域医療を担う総合医の育成を進めます。
一方、医療の国際貢献や災害医療対策の充実のため、病院船や救難飛行艇などの効果的な活用を図り
ます。

（３）医療制度の見直しと法整備
①高額療養費制度の見直し
社会保障におけるトータルな費用負担が過大とならないよう、患者負担の見直しが必要です。医療
費の窓口負担が一定額を超えた場合に払い戻される「高額療養費制度」については、70歳未満の年間
所得300万円以下世帯（住民税非課税世帯は除く）の負担上限額を現行の月額約８万円から月額約
４万円に引き下げます。
また、70歳未満について医療費が２万1000円を超えたものでないと世帯合算できないことや、同じ
医療機関でも医科と歯科は別計算で合算できないこと、あるいは二つ以上の医療機関にかかった場
合なども合算できるよう見直します。

②高齢者医療制度の見直し
現行の高齢者医療制度は、かつての老人保健制度が抱えていた問題点を改善し、財政運営の安定化と
保険料負担の公平化が図られた制度です。今後、さらに必要な見直しを進めます。
具体的には、国民健康保険制度の安定的な運営を図るために都道府県単位の一元化を進めることや、
医療保険制度における公費負担割合の引き上げを行い、保険料の負担を軽減します。

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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③法制定で医療基盤を構築
国の役割や患者の権利・義務などを盛り込んだ「医療基本法」の制定をはじめ、ドクターヘリの全国配
備やドクターカーの普及、ＥＲ（救急治療室）の整備・拡充を盛り込んだ「救急医療基本法」の制定、そ
のほか、アレルギー疾患対策基本法、脳卒中対策基本法など医療基盤の整備を急ぎます。
また難病対策については、現行の対策の柱である難治性疾患克服研究事業等の拡充・強化とともに、原
因究明と治療法の研究開発や患者支援などの総合的な対策を進める「難病対策基本法」を制定します。

＜中長期の課題＞
（１）医学部定員の増加や診療科の偏在を改善する医師養成システムの改革
中長期の課題としては、医師などの養成数の充実を図るとともに、研修体制の見直しや医師バンクの
設立、医師派遣システムの強化などを行い、医師不足地域の解消に取り組みます。また、救急・産科・
小児科・麻酔科など医師が不足している診療科を解消するため、診療報酬の充実や臨床研修における
科目ごとの医師養成数の目標の設定などに取り組みます。
さらに、地域主権型道州制移行時には、道州内に総合医を育てる役割を担う医学部の整備を進めます。

（２）都道府県単位の医療保険者へ再編・統合
医療保険の都道府県を軸とする再編・統合は、
①小規模の保険者が多数存在する国民健康保険の構造的な課題
②予防の推進などによる都道府県単位の医療費適正化の取り組みとの連携の必要性―なども踏ま

え、着実に進めます。
国保が抱える構造的な課題に対応するため、その再編・統合や、高額医療費共同事業の見直しなど、都
道府県の財政的関与をさらに進めるとともに、都道府県単位の統合・運営について、今後の取り組み
のスケジュールを明確にします。また、被用者保険との連携や将来における一元化の可能性につい
て引き続き検討を行います。

（３）がん対策の取り組み強化
わが国の死亡原因の第１位であるがん対策をさらに充実させていく必要があり、がん対策予算を２
倍に拡充します。特に、がん対策推進基本計画にうたわれている放射線療法・化学療法の普及や専門
医の育成、がんを担当するすべての医師への緩和ケア研修の推進、がん検診率50%以上の達成など、
個別目標の実現に取り組みます。
また、がん検診の受診率の向上を図るための無料クーポン券事業の拡充・恒久化をはじめ、がん検診
を支援するための地方交付税をさらに充実させます。さらに、免疫療法・抗がん剤・粒子線治療など、
新たな治療方法・治療薬の研究・開発の推進、新たな医薬品などの承認審査の迅速化を図ります。
 

3 介護

＜基本的考え方＞
日本は今、人類がかつて経験したことのない超高齢社会へ突き進んでいます。その中で、老後の安心
を支える介護基盤の整備をどう実現するのか。公明党は2010年２月に「新・介護公明ビジョン」を発
表し、高齢者が住み慣れた地域で尊厳を保ちながら、必要なサービスや介護施設などを自由に選択・
利用でき、家族の負担が過大にならない地域包括ケアの実現をめざしています。
具体的には、介護施設の整備・充実をはじめ、レスパイトケア事業の拡充や24時間訪問サービスなど
の在宅支援の強化、介護従事者の大幅な処遇改善、高齢者住宅の計画的な整備など、12の提案の実現
に取り組んでいます。
一方、2012年の介護保険制度改正で介護保険料の上昇を抑制するため、公費負担割合の引き上げな
ど、制度設計を抜本的に見直します。
また、所得の格差によって、サービス内容に不公平が生じることのないよう低所得者対策を強化し
ます。
加えて、特別養護老人ホームの42万人の入所待機者の解消や認知症高齢者グループホームの整備・
拡充、さらに、孤立死ゼロをめざし、地域見守り体制の強化など、住民と行政の協働による新しい支え
合いを確立します。

＜当面の対応＞
（１）必要な施設体系の整備・充実
特別養護老人ホームや老人保健施設などの施設系や認知症高齢者グループホームなどの居住系につ
いては、地域の実情を踏まえ、計画的な整備・充実が求められています。
具体的には、特養ホームなどの介護拠点16万人分の緊急整備は2011年度までの達成をめざします。
また、特養ホームの建設については、早い段階で計画的な緊急整備を行い、居室整備の弾力化により、
個室ユニット型化を尊重した上で、地域の実情を考慮した自治体の判断で居住費が安価な多床室も
推進します。さらに、地域の医療ニーズを踏まえ、必要な療養病床数の確保を図るとともに、公的住
宅や空き学校を利用するなど、ケア付き高齢者住宅を大幅に拡充します。

（２）在宅支援体制の強化
①独居高齢者支援の充実
都市部における独居高齢者や高齢者夫婦世帯の著しい増加などに伴い、訪問介護サービスの利用者
数は増加の一途をたどり、居宅に必要な介護・看護サービスの提供を保障する高齢者住宅の計画的な
整備、地域包括ケアシステムの充実が不可欠です。
地域で高齢者が住み続けることができるよう、地域包括支援センターの機能強化を進め、相談支援事
業を再構築しつつ、24時間巡回型訪問介護、訪問看護サービスを計画的に整備・拡充します。

②介護支援ロボットなどの開発・普及
家族介護者の休息を支援するレスパイトケア事業の拡充や小規模多機能型居宅介護事業の整備・充
実、認知症高齢者の早期診断・早期治療・ケア・相談支援の充実と権利擁護の推進、一人暮らしや認知
症高齢者を地域で支える見守りなどの支援体制を強化します。さらに、最先端技術を活用した介護
支援ロボットなどの開発・普及を促進し、介護環境を改善します。

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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③ボランティア・ポイントの制度化
ボランティア・ポイントを制度化し、全国どこでも世代間共助として生かす仕組みをつくります。ま
た、３年間介護保険を利用しなかった高齢者に、介護予防への取り組みを評価し、介護保険料やサー
ビス利用料の負担を軽減する「お元気ポイント制度」を導入します。

（３）介護従事者の処遇改善
要介護者の増加に伴い、2025年までに介護人材が現在の２倍必要になると予測されることから、介
護従事者の確保とともに、質の高い介護をめざし、労働条件の整備など処遇改善に取り組みます。介
護従事者の大幅な給与アップにつながる処遇改善を図るべきであり､ 介護職員処遇改善交付金事業
の継続とともに、同事業の対象枠を拡大します。また、資格・キャリアに応じた報酬上の評価を実現
します。

＜中長期の課題＞
（１）介護保険制度の利用者負担の見直し
介護保険制度は社会全体で高齢者介護を支える仕組みとして、2000年４月に創設されました。この
10年間で国民の間に広く定着してきましたが、一方で、サービス利用の大幅な伸びにより、
①介護保険の総費用が急速に増大する中での制度の持続可能性の確保
②介護度が重くなるに従い、１割負担でも経済的に過度の負担となる
③要介護度別に設けられたサービスの上限額を超えた部分は全額自己負担となる―などの課題を

抱えています。サービスの上限額など利用者負担を見直します。

（２）低所得者の一層の保険料軽減
高齢者の年金水準が変わらない中で介護保険料は上昇しています。高齢者の介護保険料について
は、年金受給額に対して過度にならないよう、現行の所得段階別保険料を見直し、所得に応じてより
きめ細かい柔軟な設定を行い、低所得者の保険料の一層の軽減を図ります。
さらに、所得にかかわりなくグループホームなどの利用が可能となるよう、介護保険の補足給付を拡
大します。

（３）介護保険の公費負担の引き上げ
現在の介護保険料では、介護保険制度を続けること自体が難しくなっています。低所得者対策であ
る補足給付の財源は保険料財源ではなく、公費で負担します。また、介護予防サービスも介護保険外
の公費で賄い、地域支援事業をさらに充実します。2025年を見据え、公費負担の割合を現在の５割
から当面６割に引き上げ、2025年には３分の２を公費で賄う大胆な見直しを進めます。
 

4 子育て支援

＜基本的考え方＞
人の生き方や家族の在り様が大きく変化する中、子育て支援の基本的な考え方を見直す必要があり
ます。依然として根強い「男性は仕事、女性は家庭」という社会から、男性も女性も生涯働き続けられ
る社会へ、また、子育てを個々の家庭に任せるのではなく、国や自治体が子どもの福祉に責任を持つ
社会へと、現場の要請に対応できる、施策の大転換を行うべきと考えます。
特に施策の対応が遅れている保育などの分野については、ハードのみならずソフト面での質の向上
を担保しつつ、民間参入などを後押しする大胆な規制緩和を行い、真に子どもの福祉に資する制度の
計画的な実現をめざします。
すでに公明党は、2006年４月に発表した「少子社会トータルプラン」において、経済的支援の充実や
働き方の見直しを柱とするトータルな子育て支援の在り方を提示していますが、今後、さらにその取
り組みを進め今日的課題の解決を含めた新たな支援策を整備することにより、どのようなライフス
タイルを選んでも安心できる切れ目のない子育て支援をめざします。

＜当面の対応＞ 
（１）児童手当（子ども手当）
子育てにかかる経済的支援の柱として、手当（現金給付）が果たす役割は重要であり、公明党はこれま
で、必要財源を確保しつつ児童手当の支給対象年齢や支給額の引き上げ、所得制限の緩和に取り組ん
できました。
さらなる拡充を進めるにあたっては、保育サービスなどの現物給付とのバランス、扶養控除などの税
制との関係、将来世代に負担を先送りせず社会全体で子育てを支援する財源確保の在り方などにつ
いて検討を行います。

（２）保育・幼児教育・放課後児童対策
潜在需要を含めた待機児童の解消を図るとともに、放課後児童対策について、いわゆる「小１、小４の
壁」の解消に取り組みます。
①幼児教育の無償化
小学校就学前３年間の幼稚園・保育所・認定こども園などの幼児教育の無償化を進めます。

②希望に応じて選択できるサービスの提供
親の就労にかかわらず、すべての子育て家庭が希望に応じて保育などのサービスを選択できる新た
なシステムを整備します。

③保育分野における規制緩和
保育の質の低下につながらないよう配慮しつつ、保育分野における規制緩和を進めます。現状の高
い参入規制を緩和し、効率的な経営で良質なサービスを提供するＮＰＯや株式会社などの参入を進
めるとともに、保育士の有資格者だけが正規職員として勤務できる規制を見直します。
サービス価格については、上下限などの基準設定や低所得者への配慮を行いつつ、原則、自由価格化
を認め、ニーズに応じて多様なサービスを選択できるようにします。

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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④保育ママ、病児・病後児保育の充実
子育て経験者の活用など保育ママ制度のさらなる普及・拡大を進めるとともに、病児・病後児保育の
充実へ事業に対する助成の拡充を図ります。

⑤放課後児童対策の抜本的拡充
児童福祉法を改正し、親の就労にかかわらず、希望する小学６年生までの子どもが利用できる放課後
児童対策の抜本的拡充を図ります。

（３）ワーク・ライフ・バランスの推進
①子どもの看護休暇の拡充
育児介護休業法を改正し、子の看護休暇制度の対象を就学後の児童に拡大するとともに、時間単位の
取得を認めるなど、より利用しやすい制度へと改善します。

②多様な働き方の環境整備
短時間正社員制度、テレワーク、在宅勤務など個人の生活環境に応じた多様で柔軟な働き方を支える
環境整備を進めます。

（４）健やかな出産と成長のために
①出産育児一時金の引き上げ
出産育児一時金を現行の42万円から50万円に引き上げるとともに、分娩費用の実情を踏まえた適
切な出産費用の助成の在り方を検討します。

②妊婦健診の公費助成の恒久化
現行の妊婦健診14回分の公費助成を恒久化するとともに、基礎的な健診費用を賄うことのできる助
成額の在り方について検討を進めます。

③不妊治療の保険適用
現在、適用外となっている体外受精などの不妊治療の保険適用を進めるとともに、それまでの間、特
定不妊治療助成制度の拡充に取り組みます。

④ワクチン費用の助成拡充
ヒブ、小児用肺炎球菌、子宮頸がんワクチンの公費助成を恒久化するとともに、水痘やおたふくかぜ
など必要なワクチンも公費で助成します。

（５）その他
①医療費負担の軽減
就学前児童の医療保険の給付率を引き上げるとともに、慢性疾患など高額な医療費負担の軽減に取
り組みます。

②給食費に公費助成
小学校の給食費について保護者負担分の公費助成を検討します。

③ひとり親支援
児童扶養手当法を改正し、児童を連れて離婚係争中のＤＶ被害者や児童を扶養している年金受給者
の祖父母などへの支給を認めるなど、制度を拡充します。

④児童虐待防止対策の充実
児童相談所の機能強化のための人員体制の充実や児童相談所の全国通報電話番号の簡易化を進めま
す。また、虐待予防のための乳幼児の母親のケアや里親による養育への財政支援などの充実に取り
組みます。

⑤社会的養護を必要とする子どもの支援
子どもの状態や年齢に応じた適切なケアが実施できるよう、児童養護施設・自立支援施設などの人員
体制・施設基準の在り方について抜本的な見直しを検討します。

 

5 障がい者福祉

＜基本的考え方＞
公明党は、障がいの有無にかかわらず、社会生活や社会参加の機会を平等に得られる社会、また一人
一人が尊厳ある個人として認められ、人権が花開く人道の社会である「共生社会」（ユニバーサル社
会）の実現に取り組んできました。
この「共生社会」（ユニバーサル社会）の理念の下、①障がい当事者の意見が尊重される体制の整備（当
事者参加の推進）②障がい者の権利擁護の推進③障がい者が地域で暮らせる社会（ノーマライゼーシ
ョン）の構築の３つの柱で具体的施策を推進します。
障がい者福祉関連の予算は毎年増加していますが、日本の人口の５%が何らかの障がいを持ってい
る現状を踏まえ、さらなる規模の拡大が必要です。障がい者福祉の向上を図る具体的目標として
OECD並みの財政規模をめざします。

＜当面の対応＞
（１）障がい福祉サービスについて
①障がいの範囲
障害者自立支援法が施行され、それまでの身体・知的・精神の３障がいが一元化されました。しかし、
３障がいの狭間となる「谷間の障がい」が存在しており、「障がいの範囲」については、発達障がい、内
部障がい、高次脳機能障がいを、明確に障がいの範囲に定めます。また難病については、障がい福祉
のみならず、医療や生活保障などあらゆる支援が必要であるため、「難病対策基本法」を制定し（再
掲）、総合的体系的な支援体制を別に構築します。

②負担の在り方
「障害者自立支援法」については、３障がいの一元化や地域移行支援の充実、国の財政基盤の明確化
（義務的経費化）などプラスの面がある一方、利用者負担について「定率負担」の導入に対する不安感
が存在し、多くの当事者のご意見を聞きつつ改善を図ってきました。利用者負担については医療・介
護・自立支援給付などの自己負担を合算して総合的な負担の上限を決め調整する制度を創設します。

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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③さらなる障がい福祉サービスの充実
きめ細かなサービス提供をめざし、高齢障がい者への福祉サービスと介護サービスとの併用・柔軟
化や、医療と障がい福祉サービスの一体的な提供（メディカルショートステイ・在宅医療など）を進
めます。

（２）地域移行、地域生活支援の充実
①地域移行の推進
障がい者が地域で暮らすための社会基盤や支援は、いまだ不十分です。そのため、障がい者の地域生
活について実態調査を実施し、ニーズに応じたグループホーム、ケアホームを整備します。入所施設
については、必要な人への提供体制を確保するとともに、地域移行のバックアップ機能を担うことが
できる環境を整備します。
また、地域で暮らす重度障がい者を支援するため、24時間居宅介護支援体制を充実させます。さら
に、具体的な住宅費用の保障として「住宅手当制度」の創設をめざします。
加えて、成年後見制度をより利用しやすくするため費用負担の軽減策等を推進します。

②バリアフリーの推進
交通のみならず、ＩＣＴの利用環境や、障がい児が用いる教科書など、きめ細かなハード･ソフト両
面にわたるバリアフリーの推進を図ります。

（３）所得保障の充実
①障害基礎年金の引き上げ
障害基礎年金を25%程度引き上げるとともに、障害基礎年金の支給要件の緩和を図ります。また無
年金障がい者の救済のため、特別障害者給付金の対象者を拡大します。
さらに、谷間の18〜19歳の障がい児に対する所得保障についても対策を講じます。

②雇用確保による所得保障の充実
障がい者の一般就労を推進する観点から、精神障がい・発達障がいへの適用拡大を含めた障がい者雇
用の法定雇用率を引き上げます。また、市町村の物品購入などについて、障がい者作業所などから計
画的に実施されるよう「ハート購入法」（仮称）を制定します。

（４）障がい児支援の抜本的拡充
①「児童発達支援センター」（仮称）の創設
障がい児支援について、障がいがあると気づいてからの発達支援、就学支援、放課後支援、就労支援、
家族への相談支援など、ライフステージに応じて一貫した支援体制を整備するため、「児童発達支援
センター」（仮称）を創設します。

②インクルーシブな教育の推進
障がいの有無によらず、個々のニーズに即し、同じ場で教育を受けることができる体制（インクルー
シブ教育）整備のため、高校・大学などでの特別支援教育を拡充し、特別支援教員や支援員を増員、質
の向上を図ります。

（５）権利擁護の推進
①「障害者権利条約」の批准
2008年に発効した国連「障害者権利条約」の早期締結に向けた国内法を整備するため「障害者基本
法」の改正を早急に行います。

②障がい者差別の禁止
障がい者への差別禁止を明確に定めた「障がい者差別禁止法」の制定をめざします。まずは障がい者
への虐待を防止するため「障がい者虐待防止法」の制定を早急に実現します。

（６）障がい者福祉施策の計画的推進
「障がい者福祉ゴールドビジョン」の策定
障がい者の地域生活の基盤となるグループホームやケアホームなど障がい福祉基盤の整備や、サー
ビス従事者の処遇改善などによる福祉人材の確保、地域相談支援体制の整備などについて数値目標
を定め、計画的に推進する「障がい者福祉ゴールドビジョン」を市町村で策定します。

 

6 雇用

＜基本的考え方＞
少子高齢化が進む中、労働力減少への対応が喫緊の課題となっています。経済成長を前提とした新
たな雇用の創出、雇用のセーフティネット強化とともに、育児や介護などで就業が継続できなかった
人や、就業機会を失った人たちの就業を可能にする、多様な働き方の実現が求められています。
また働き方にかかわらず社会保障や所得保障を格差なく受けられる、若者が結婚し家庭を持てる待
遇で働くことができ、女性もライフステージに合わせて働き続けることができる、意欲があれば老後
も働け、障がい者も活躍できる社会、そうした多様な働き方に支えられて企業も繁栄し経済も活性化
する―こうした好循環を実現することが今、求められています。

＜当面の対応＞
（１）若年者雇用対策
①就職活動の長期化・早期化の是正
学生が地に足を付けて学業に打ち込めるようにすることは、何より学生自身の将来のためとなるだ
けでなく、社会また企業にとっても優秀な人材の確保につながります。企業・学生双方にとってより
有益で望ましい新たな就職協定作りなど、就職活動の見直しを促します。

②“新卒至上主義”の是正
経済状況の悪い時期に新卒として就職活動をせざるを得ない学生が、企業の“新卒至上主義”のもと
で苦しまなければならない現状を改善するため、企業の新卒採用の枠を卒業後３年の学卒者まで拡
大するよう求めます。

③非正規雇用者の待遇改善
企業の活力といっても、結局はそこで働く一人一人がどれだけ意欲を持って働いているかにかかっ

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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ています。そうした意味から全雇用者の約３分の１に上る非正規雇用者の待遇改善を図ることは、
多くの企業にとっても有益です。年長フリーター対策に取り組むとともに、雇用保険や健康保険、厚
生年金の加入要件の緩和、短時間正社員制度の導入を推進します。

④ワークシェアリングの促進
企業内でより多くの労働者に雇用機会を与えるワークシェアリングを促進し、長時間労働の是正・仕
事の能率の向上とともに、失業者や潜在的な労働者の就業機会の確保につなげます。

（２）女性の雇用確保
女性がより力を発揮できる環境づくりを進めることは、社会全体が新たな活力を発揮することにつ
ながります。働く女性の約７割が第１子の出産を機に離職しているという現状を改め、出産、育児な
どで継続就業が難しい女性の労働環境の改善を図るため、マザーズハローワークの機能強化や再雇
用制度の導入などを推進します。また、「起業」も女性の働き方の一つです。起業意欲のある女性を
バックアップする体制を拡充します

（３）高齢者雇用の推進
意欲ある高齢者が能力を活かして働くことは、自らの生きがいとなるだけでなく、豊かな知識と経験
を受け継ぐ後継の人材の育成、企業の発展にも資することから、継続雇用の推進と定年制の在り方に
ついて、高齢者の能力を生かすことができる見直しを行います。また、高齢者の雇用を増やした企業
への支援策の拡充や、生涯現役社会の実現に向けた法整備を行います。

（４）障がい者雇用の推進
①障がい者の就労支援
誰もが自身の可能性を遺憾なく発揮できる社会をめざし、障がい者が福祉や教育から一般就労へと
スムーズに移行できるように支援策を拡充します。また、地域就労・支援センターの拡充と質の向上
を図り、障がい者の自立と社会参加を一層促進します。

②雇用確保による所得保障の充実（再掲）
障がい者の一般就労を推進する観点から、精神障がい・発達障がいへの適用拡大を含めた障がい者雇
用の法定雇用率を引き上げます。また、市町村の物品購入等について、障がい者作業所等から計画的
に実施されるよう「ハート購入法」（仮称）を制定します。

（５）正規・非正規の格差解消
正規雇用と非正規雇用の間で賃金、待遇などの格差が広がっています。こうした負の側面を是正し
ていくため「同一価値労働・同一賃金」に向けた取り組みを進め、健康保険、厚生年金など社会保険の
適用拡大についても検討します。

（６）労働環境の改善
①最低賃金の引き上げ等
最低賃金の確実な引き上げを図り、自らの努力が報われる社会をめざします。また、地域産業や企業
が求める能力のより的確な把握など、給付つき職業訓練と就労を結びつける施策を強化します。

②離職時等の住宅確保
解雇などによる離職に伴い社員寮などから退去せざるを得なくなることで住居を失い、就職活動が
困難となる事態を防ぐため、住宅を確保できる支援策の拡充を図り、再チャレンジしやすい環境をつ
くります。

③「訓練・生活支援給付金制度」の恒久化・拡充など
雇用保険の対象とならない失業者などに対し、職業訓練の提供と訓練期間中の生活保障を行う「訓
練・生活支援給付金制度」を恒久化し拡充します。また、技術革新などにより失業した人がリカレン
ト教育を通じて再就職できる環境整備を進めます。

（７）多様な働き方の推進
①テレワーク、在宅勤務の導入促進
育児や介護などによって、また障がい者、高齢者などが自宅や外出先に居ながらＩＣＴを活用して仕
事を行うテレワークや在宅勤務など、場所や時間に制約されない柔軟な働き方の導入を促進します。

②短時間正社員制度などの導入促進
フルタイムの正社員が、一定の期間だけ短時間で働き、帰宅時間を早めるなど、個人のライフスタイ
ルに応じた働き方を可能にする短時間正社員制度などの導入を促進します。

③「協働労働法」の制定
雇用する側と、雇用される側という関係ではなく、働く人自身が出資して労働条件を決め対等な立場
で支え合いながら事業を行う協同組合に法人格を付与する「協働労働法」の制定をめざします。

＜中長期の課題＞
（１）「オランダ型」の導入など
若者、女性、高齢者、障がい者など意欲があれば誰もが社会の中で力を発揮することが可能な環境づ
くりを進め、少子高齢社会のもとでの労働力人口の確保を図ります。その際、家庭において例えば夫
はフルタイムで仕事だけ、妻はパートで仕事と家庭両方の責任を負うという分業型ではなく、理想的
には夫も妻も0.75人分ずつ、２人合わせて1.5人分の短時間労働に抑えることで、夫婦がそれぞれ育
児と家事のための時間を持つことができるような「オランダ型」の導入を検討します。
また、働いておらず、求職活動も行っていないものの仕事に就きたいと思っている潜在的な就業希望
者が活躍できるよう就労支援を推進するなど、国内での労働力確保に尽力します。

（２）ソーシャルビジネスの推進
新産業創出や地域雇用の促進を図ります。また少子高齢化、医療、環境問題など社会的課題を、ボラ
ンティアではなくビジネスで解決する活動（社会的企業＝ソーシャルビジネス）の推進を図り、新た
な雇用創出につなげます。

 

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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7 住宅

＜基本的考え方＞
社会の成熟化とともに、住環境をめぐっても新たな変化・リスクが生まれています。少子高齢化や家
族形態の変化、これまで社会構造に組み込まれていたセーフティネット（例：終身雇用、社宅等）の崩
壊、さらに地縁・血縁関係の弱まりや地域コミュニティの機能低下に伴う社会的リスクの増大など、
豊かな社会における困窮事例が増加しています。
社会の安定を図るためには豊かな住環境が欠かせません。わが国が抱えるこうした変化・リスクを
踏まえれば、高度経済成長のもとで行われてきた“経済政策”としての住宅政策を“社会保障政策”と
しての住宅政策に抜本的に転換し、「一緒に住む」（「集住」）ことに価値を見出す社会を築く必要があ
ると考えます。
 
＜当面の対応＞

（１）公的賃貸住宅の倍増（セーフティネット住宅の拡充）
①賃貸住宅の整備促進
民間賃貸住宅を公的賃貸住宅として活用できるよう、子育て世帯や高齢者世帯、障がい者、低所得者
などの入居を条件とした上でリフォーム支援を行うなど、一定の条件を満たす質の高い民間賃貸住
宅の整備を促進し、住宅困窮者等の居住の安定を確保します。当面は10年間で100万戸の賃貸住宅
を供給します。
また、ＰＦＩなど民間資金を積極的に活用し老朽化した公的賃貸住宅の改修やバリアフリー化を進
めます。

②借上公営住宅制度の拡充
民間事業者などが新築、または所有している住宅を借り上げ、公営住宅として低所得者に提供しま
す。また地方の負担軽減などの促進策にも取り組みます。

（２）高齢者住宅の整備
①サービス付き高齢者住宅の整備・拡充
高齢者の居住の安定を図るために、医療や介護、生活支援サービスを24時間365日受けられる住宅

（サービス付き高齢者住宅）を整備・拡充します。

②地域の福祉拠点の整備
公的賃貸住宅団地に医療・介護・子育てなどの施設を１施設以上整備し、地域の福祉拠点として再生
します。

③有料老人ホームなどの契約の適正化
高齢者が安心して有料老人ホームを利用できるよう、入居契約の適正化を図り入居者を保護する法
整備を進めます。

（３）若者への住宅支援
①公営住宅への入居と「目的外使用」
地方都市の公営住宅ストックの有効活用を図るため、低所得の若者が入居できるようにします。ま
た、特に大都市のネットカフェ難民やホームレスの若者に住宅を直接提供するため「目的外使用」に
よる公営住宅への入居を可能にします。

②機構住宅や公社住宅の若者向け活用
都市再生機構が供給する賃貸住宅（機構住宅）や地方住宅供給公社が供給する賃貸（公社住宅）の空き
家を有効に活用し、低所得の若者への優先入居に取り組みます。

③「あんしん賃貸支援事業」の対象拡大
「あんしん賃貸支援事業」の対象に若者の居住支援を入れ、民間アパートの空き家や店舗付住宅の空
き室などを利用した若者の住まい確保に取り組みます。

※あんしん賃貸支援事業：高齢者や障がい者、外国人、子育て世帯の入居を受け入れる民間賃貸住宅
に関する情報などの提供や様々な居住支援サービスの提供を促すことで、居住の安定確保と安心で
きる賃貸借関係を構築する事業。

（４）子育て支援住宅の整備
①賃貸住宅の整備促進（一部再掲）
民間賃貸住宅を公的賃貸住宅として活用できるよう、子育て世帯や高齢者世帯、障がい者、低所得者
などの入居を条件にリフォーム支援を行うなど、一定の条件を満たす質の高い民間賃貸住宅を整備
し、住宅困窮者などの住まいを確保します。当面は10年間で100万戸の賃貸住宅を供給します。

②地域の福祉拠点の整備（再掲）
公的賃貸住宅団地に医療・介護・子育てなどの施設を１施設以上整備し、地域の福祉拠点として再生
します。

＜中長期の課題＞
（１）家賃補助制度の導入
民間賃貸住宅に公的支援を行うことで、セーフティネット住宅として使える多様な賃貸住宅を確保
します。併せて低所得者など住宅困窮者が利用できるよう、バウチャー制度の活用など充実した家
賃補助制度を導入します。

（２）「集住」によるコミュニティの再生
住宅セーフティネット機能の強化とともに、社会でうまれる新たなリスク・変化に対応するため、「一
緒に住む」（「集住」）ことで地域コミュニティの再生や強化を図る取り組みが注目、重視されています。
そうした機能を生かし、高齢者や若者など多様な世代が一緒に暮らせる住宅づくりや、家族のプライ
バシー・安全確保、住民交流の場などを兼ね備えた子育て住宅（環境）づくりなど、多世代の人々が快
適に暮らせる街づくりを進めます。

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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8 貧困・格差

＜基本的考え方＞
2009年10月、日本の相対的貧困率が15.7%に上ることが明らかになりました。戦後の高度成長を
背景とした社会保障制度の発展・充実は、企業における終身雇用制や性別役割分担のもとで進められ
てきた一面もあります。しかし近年、非正規労働者や単身世帯の増加などにより、既存のセーフティ
ネットが十分に機能せず、貧困や格差の問題が表面化しています。
公明党は、将来における貧困の拡大や格差の固定化を防ぐため、社会保障制度を再構築し、個人の努
力や選択に起因しない不平等な社会構造の問題解決に取り組む必要があると考えます。
具体的には、世帯単位の社会保障制度が生む壁の解消と非正規労働者や単身世帯の急増に対応する
制度を改善するとともに、個人の努力や希望にこたえて再挑戦が可能なシステムを構築することが
重要です。
貧困・格差を論じる際には、日本国憲法第25条の「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を
営む権利を有する」との規定に基づいた「ナショナルミニマム」の基準の明確化が必要と考えますが、
今回は明確化を図るとの問題提起にとどめ、新たな基準について今後さらに検討します。

＜当面の対応＞
（１）生活保護制度の抜本的改革
「健康で文化的な最低限度の生活」を維持するためのセーフティネットとしての役割を担うのが「生
活保護制度」です。
生活保護制度のあるべき方向性として、「利用しやすく出やすい」制度とするため、手続きの簡素化や
自立支援策の抜本的改革を進めます。

①手続きの簡素化
虚偽申請に対しては現行よりも厳格な罰則規定をおいた上で、書類審査による短期救済を実現し、お
おむね1年後に本格認定を行うなど、要否認定の大幅な簡素化を図ります。

②自立支援策の抜本的改革
北海道釧路市では、生活保護からの脱出戦略として、本人同意の下にボランティア参加などを行い、
まずは自立に向けた就労意欲を養う仕組みを「釧路方式」として構築し、自立支援策として有効性を
発揮しています。今後、地方自治体の取り組みも参考にし、自立に向けた職業訓練や職業ボランティ
アの充実を図ります。

③資産を活用した柔軟な制度の検討
要保護の高齢者世帯に対し自宅などを担保に生活資金を貸し付ける制度（要保護世帯向け不動産担
保型生活資金貸付制度）の利用を推進します。
また、土地・家屋などの資産を有しながら疾病などを理由に生活保護を希望する人に対し、一定の条
件の下、生活保護の利用を認める制度の創設を検討します。

④ケースワーカーの増員
各種支援制度をきめ細やかな制度とするためには、ケースワーカーの人員増が必要です。それに対
応するため国庫補助を創設します。それにより、標準配置基準（市部では生活保護世帯80に対して
一人）を全国で実現します。

⑤医療扶助の不正受給防止策
近年、過剰診療により医療扶助を不正に受給している問題が指摘されています。医療扶助について
は、レセプトの電子化を進め、診療報酬請求に対するチェック体制を強化し、生活保護受給者の比率
が高い病院への立ち入り検査を強化し、不正受給を防止する対策を講じ適正化を図ります。

（２）貧困の連鎖を断ち切る
日本の「子どもの相対的貧困率」は14.2%とＯＥＣＤ諸国でも高い水準となっています。子どもの貧
困は、将来の貧困拡大や格差の固定化を生み、経済においても負の影響を及ぼします。子どもの貧困
を予防することは、貧困の連鎖を断ち切る第一歩です。そのための対策は「未来への投資」であると
の認識をもつべきです。
具体的には、生活保護世帯の子どもに対する学習支援の推進や、地域によって受給要件が異なる準要
保護家庭に対する就学援助制度の全国一律化など、きめ細かな支援策を講じます。
また、高校無償化法を抜本的に拡充し、高校版就学援助制度や給付型奨学金制度の導入、所得に応じ
た（奨学金の）返還制度の創設など、教育機会を最大限提供する仕組みを構築します。
 

（３）“トランポリン型”セーフティネットの構築
わが国における社会保障の最後のセーフティネットは「生活保護制度」ですが、今求められるのは、生
活保護を受ける状態になる手前で生活崩壊を食い止め、生活の維持・再挑戦が可能となる、“トランポ
リン型”のセーフティネットです。
年金・医療などの社会保障、給付つき職業訓練や最低賃金などの雇用保障、住宅支援などの生活保障
の各分野で、現行セーフティネット機能の強化やそれを補う新たな制度の構築が必要です。
公明党は、“トランポリン型”セーフティネットとして、以下の項目を提案しています。なお、それぞ
れの項目については、各論等で記述していますので、ここでは省略します。

⿟⿟無年金・低年金対策（基礎年金加算制度の創設など）【年金分野】
⿟⿟高額療養費制度の拡充【医療分野】
⿟⿟「訓練・生活支援給付金制度」の恒久化・拡充【雇用分野】
⿟⿟最低賃金の引き上げ【雇用分野】
⿟⿟公営住宅等の住宅セーフティネットの確立【住宅分野】
⿟⿟給付つき税額控除制度の創設【税制分野】

 

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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9 ソーシャル・インクルージョン ※社会的包摂、社会的包容力

＜基本的考え方＞
安定した暮らしには、所得が保障され生活を支える仕組みが整備されることと並んで、地域の中に居
場所を得ることが大切です。ソーシャル・インクルージョンとは、安心して生活することを困難にす
る問題を取り除き、年齢性別などを問わず人々が社会参加を続けることを可能にする取り組みです。
日本は今、高齢社会・人口減少社会の到来で将来に対する見通しが不透明さを増す中、格差の拡大、雇
用の二分化、社会的引きこもりの増加、高齢単身世帯の増加などの課題に直面しています。こうした
社会を取り巻くさまざまな変化に対応し、社会保障制度の強化にとどまらない共生を進める取り組
みが、公明党が進める「新しい福祉」です。

＜当面の対応＞
（１）雇用と社会保障の連携による生活保障
年金・医療といった狭義の社会保障と並んで雇用の保障を強化することにより、いわゆる包括的な生
活保障を実現します。
特に重点をおいて実効性ある取り組みを必要とする分野は、若者、障がい者、女性の雇用であり、経済
成長戦略や社会保障制度の充実強化とリンクして雇用創出の将来ビジョンの策定を推進します。同
時に、あらゆる年齢・性別・障がいの有無にかかわらずエンプロイアビリティ（職業能力）を高めるた
めの教育訓練機会の確保を図ります。

（２）「新しい福祉」など─個別の課題への重点的な取り組み
家族構造の変化や児童虐待、家庭内暴力といった問題を抱える家族の増加、うつ病や発達障がい、自
殺の増加といった問題に対し、現状は社会保障制度を含め十分な対応ができていません。「新しい福
祉」はこうした社会そのものの変化によって深刻化している課題に対応することの必要性を指摘す
るものです。
教育、福祉、医療、就労支援など包括的かつ継続的な支援体制を構築する必要があり、具体的には以下
の課題に対し重点的な取り組みを進めます。

①高齢者の社会的孤立の予防
高齢単独世帯の地域における見守り体制の充実強化を図るとともに、こうした取り組みを行うＮＰ
Ｏなどの団体に対する財政支援を進めます。また、個人情報保護法を改正し、個人情報の共有の問題
を解決します。
次期介護保険法の改正において地域支援事業における見守りなどの対策を明確に位置づけます。
健康や趣味のクラブなど地域コミュニティ活動への財政支援を通じてその活性化を図り高齢者の地
域とのかかわりや健康維持を支援するとともに、シルバー人材センターなどを活用した高齢者の「い
きがい」としての社会参加を推進します。

②ＤＶ対策
DV被害当事者の自立支援策を拡充するとともに、若者の間で広がっているデートDVに対する啓発
事業を推進します。また、被害者支援を行っている民間シェルターなどへの財政支援の拡充など総
合的にDV対策を進めます。

③うつ病などへの対策
職場・地域における早期発見、早期介入のための体制整備を進めるとともに、認知行動療法や適切な薬
物療法の普及を促進します。また、復職プログラム・社会復帰プログラムの策定と適用を推進します。
加えて、うつ病など精神疾患による患者数が近年、大幅に増加していることから、早期発見から社会
復帰までの一貫した支援体制を拡充します。

④引きこもり対策
引きこもりの長期化・高年齢化（平均30歳代）など引きこもりが社会問題化（厚生労働省調査約26万
人・総務省調査約70万人）されている中で、引きこもりの早期発見や相談支援などの役割を担う「引
きこもり地域支援センター」の設置や居場所づくり・アウトリーチ・家族支援など総合的な引きこも
り支援策を拡充します。また引きこもりの予防を強化するため、初等・中等教育を通じた不登校など
への対応を強化、教育課程からの脱落を防ぎ社会的自立を促す必要があります。さらに、地方自治体
の積極的な関与を進めるとともに、自立支援団体の活動強化のための財政支援を行います。

⑤虐待対策（児童・高齢者・障がい者）の取り組み強化
児童相談所の機能強化のための人員体制の充実や児童相談所の全国通報電話番号の簡易化を進めま
す。また、虐待予防のための乳幼児の母親のケアや里親による養育への財政支援等の充実に取り組
みます。（再掲）
高齢者虐待防止法の見直しに向けた検討を進めるとともに、障がい者虐待防止法の制定に取り組み
ます。

⑥ホームレス・ネットカフェ難民などの対策
生活保護制度の在り方の見直しを進めるとともに、地方自治体への財政支援を通じて積極的な住居
と仕事の確保を進めます。

⑦定住外国人対策
日系ブラジル人や中国残留邦人帰国者の親族集団など地域によっては外国人が「集住」している現状
を踏まえ、子女の教育や地域社会との共生など様々な課題が指摘されています。適切な教育と就労
機会の確保について国が積極的な関与を行い、地方自治体の取り組みを支援します。

⑧災害時の対策の強化
社会的に孤立している高齢者や障がい者などが最も危機に直面するのは大地震などの災害時です。支
援を必要とする人々について本人の同意の下にリストを作成するなど積極的な取り組みを進めます。

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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⑨過疎地域などでのコミュニティサービスの確保
いわゆる過疎地域や離島などにおいて、地域でのコミュニティサービスを担う人材に対する支援を
行います。

（３）総合的な施策の推進
①内閣府に特命担当大臣の設置
こうした問題はその対応が様々な分野にわたるため、ややもすると施策の谷間におかれがちであり、
社会的統合の視点から諸施策を点検し、その見直しを継続的に図っていく必要があります。そのた
め内閣府にソーシャル・インクルージョンについて担当する特命担当大臣を設け、定期的に政府の施
策全般のレビューを実施します。また同様の取り組みを地方自治体に対しても求めていきます。

②フレキシブル支援センターの整備推進など
地域における支え合いの具体的な展開については、ケアが必要な当事者同士の交流や活動を通し、コ
ミュニティや絆の再生を行う「支え合い」社会の構築に向けた取り組みを支援することが重要です。
また、高齢者や障がい者、子育て中の保護者などを対象に、これまでの縦割りのサービスを超え、多機
能な支援が受けられる「フレキシブル支援センター」や、子ども・若者への総合的な支援を提供する

「子ども・若者支援地域協議会」などの整備、「地域若者サポートステーション」の機能強化、若者支援
について自治体、保健所、学校の連携強化を進めます。

参考）ソーシャル・インクルージョンとは
社会の構成員に対して提供されているすべての機会と利益を得ることのできる状況。この目
的は、失業、未熟練、低所得、劣悪な住宅、犯罪多発、健康悪化、家族崩壊などの関連ある複合的な
問題をかかえる特定の人々または地域の障がいを取り除くことにある。
2005年「ロンドンプラン」の用語解説より

Ⅵ 最終報告をめざしての検討課題 

1 地域主権型道州制の導入と社会保障制度

わが党は将来のあるべき日本の姿として、地域主権型道州制の導入をめざしています。社会保障サ
ービスに関して言えば、国と地方公共団体がそれぞれの責任を果たしながら対等の立場で協力し合
う関係を築くことが重要です。
一方、今後のきめ細かなサービスの実施を考えると、できるだけ住民に身近な実施主体が行うべきで
あると考えます。

今後、わが党は道州制が本格的に導入される前に、国・道州・基礎自治体の基本構造の中で、社会保障
システムはどうあるべきかを重要な検討課題として議論してまいります。
例えば、年金については、国全体の社会保障システムとして機能しており、地域分割にはなじまない
と基本的には考えられます。
また、医療保険や生活保護は将来的には道州が担うのか、介護保険はどうしていくのかなど、最終報
告をめざして、引き続き検討してまいります。

2 社会保障などの財源確保についての基本的な考え方

（１）税制の抜本改革の道筋
高齢社会、人口減少社会の中で、国民の安心と持続可能な社会保障の構築、さらには公明党が提案す
る「新しい福祉」の確立は、最重要の課題です。
この課題を克服するためには、社会保障にかかる給付と負担（財源）の議論は避けて通れません。民
主党政権のように、マニフェスト実現のために赤字国債を発行するという無責任な姿勢であっては、
断じてなりません。
私たちの社会保障を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、信頼できる制度として次の世代
に引き継いでいくためには、現在の社会に生きている私たち国民がみな、能力に応じた応分の負担を
しなければなりません。

年金、医療、介護の社会保障及び子育て支援対策などの機能強化を図るとともに、安定的な財源を確
保するため、消費税を含む税制の抜本改革を行います。消費税を含む税制の抜本改革について、まず
は実行に移せる環境の整備を図ります。

Ⅴ 各論 （当面の具体的施策と中長期の課題）
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具体的には、
①着実な景気回復及びデフレからの脱却、
②行政改革・行政のムダ排除の徹底、
③社会保障の機能強化のさらなる具体化を―を進めます。

（２）消費税の使途は、社会保障などに限定
消費税収の使途は、年金、医療、介護の社会保障給付及び子育て・障がい者支援などのための費用に限
定します。消費税率の見直しに際しては、給付付き税額控除制度や複数税率など、低所得者への配慮
措置を講じます。

（３）既存の施設（社会資本）のフル活用
○社会保障の財源の議論では、給付と負担が強調されがちですが、「国民から税（保険料）負担」をお願

いするだけではなく、「納税者の財産である既存の施設など社会資本をいかに大切に使い、有効に
活用していくのか」という視点も、今後ますます、重要になってきます。

○例えば、少子化や過疎化が進んで多くの小学校が廃校や休校になる一方、お年寄りの介護施設や保
育所など福祉施設の数は大幅に不足しています。そこで求められるのが廃校の有効活用です。

○会計検査院が全国にある2800の廃校や休校のうち、耐震基準を満たし、建物として十分使える、全
国の1333校について調べたところ、活用されていない校舎が554校、全体の40%以上に上ります。
このように廃校の活用など、既存の社会資本をフル活用する手法を通じて、国民負担を少しでも軽
減する努力が必要です。

※熊本県産山村ではおととし、村が、廃校となった校舎を無償で社会福祉法人に貸して、地域密着型
の小さな特別養護老人ホームに作り替えました。それに要した費用は１億8600万円と、新築の場
合の６割程度で済みました。村には、それまで介護施設がなく、20人のお年寄りが入居し、待機者
はいなくなりました。また、デイサービスセンターも作られ、地域の小学生が、小学生ヘルパーと
して、お年寄りと頻繁に交流するなど、村の人たちの交流の拠点ともなっています。

Ⅶ結び

○今後、日本の後を追うようにアジア諸国でも少子高齢化が進行します。こうした国々にとってモ
デルとなり、道標となるような日本型の新しい福祉社会を創り上げることは、まさに人類文明史的
な課題です。

○われわれに課された重大な使命との認識で最終報告をめざして、引き続き必要な課題の検討を行
います。

新しい福祉社会ビジョン
―中間取りまとめ―
2010年12月発行
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